
　(総　則)

第 1 条

　(業務の予定量)

第 2 条

(1) 12 ヵ所

(4)

可茂工業用水道施設建設事業 48,654千円

　(収益的収入及び支出)

第 3 条

第 1 款 91,033千円

第 1 項 81,139千円

第 2 項 9,894千円

第 1 款 82,880千円

第 1 項 72,622千円

第 2 項 9,258千円

第 3 項 1,000千円

　(資本的収入及び支出)

第 4 条

第 1 款 37,283千円

第 1 項 18,500千円

第 2 項 4,783千円

第 3 項 14,000千円

第 1 款 93,819千円

第 1 項 48,654千円

第 2 項 43,526千円

　(企業債)

第 5 条

第 3 項
他 会 計 か ら の

長 期 借 入 金 償 還 金
1,639千円

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

事業 法により政府その他から起 るものとする｡ただし､

本県の都合によりその

全部又は一部を繰上償

資 本 的 収 入

企 業 債

支 出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

工 事 負 担 金

平成 31年度岐阜県工業用水道事業会計予算

3

3

給 水 事 業 所 数

平成31年度岐阜県工業用水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

(3)

業務の予定量は、次のとおりとする。

ｍ(2)

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額56,536千円は、

過年度分損益勘定留保資金53,560千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額2,976千円で補てんするものと

収 入

営 業 収 益

営 業 外 収 益

支 出

予 備 費

主要な建設改良事業

工 業 用 水 道 事 業 費 用

収 入

一 日 平 均 給 水 量

収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

年 間 総 給 水 量 1,321,965

営 業 費 用

企 業 債 償 還 金

する｡)｡

出 資 金

営 業 外 費 用

工 業 用 水 道 事 業 収 益

3,612ｍ

債する。

還することがある。

可茂工業用水道施設建設 18,500千円 証券発行又は普通貸借の方 9.0％以内 借入先の融通条件によ

起　債　の　目　的 限　度　額 起　債　の　方　法 利　　率 償　還　の　方　法



　(一時借入金)

第 6 条

　(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第 7 条

    職員給与費 8,910千円

　(他会計からの補助金)

第 8 条

　(たな卸資産購入限度額)

第 9 条　たな卸資産の購入限度額は、1,089千円と定める。

児童手当の一部に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、216千円とする。

一時借入金の限度額は、5,000千円と定める。

金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費
の



(収　　　　　入)

(支　　　　　出)

45,549

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

4,222

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

9,258

1 5,036

2

1,000

給 水 収 益

雑 収 益

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

受取利息及び配当金 81

82,880

4

3 9,590

7

216

営 業 費 用

2 総 係 費

原 水 及 び 浄 水 費

予 備 費

営 業 外 費 用2

(単位　千円)

平成31年度岐阜県工業用水道事業会計予算実施計画

2

工業用水道事業収益1

1

岐 阜 県 工 業 用 水 道 事 業 会 計 予 算 説 明 書

款 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　考

収 益 的 収 入 及 び 支 出

91,033

1 営 業 収 益 81,139

9,894

1

23,679

減 価 償 却 費

72,622

3,394

2 営 業 外 収 益

81,139

1 工業用水道事業費用

款 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　考

1

3

1

3

1,0001 予 備 費



(収　　　　　入)

(支　　　　　出)

1,639

1,639

3

資 本 的 支 出

2 企 業 債 償 還 金

1 施 設 改 良 費

2 出 資 金

項

1

3

項

備　　　　　　　　　　　考

93,819

(単位　千円)

予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　考

1 18,500

18,500

37,283

目

企 業 債

1 企 業 債

1 工 事 負 担 金

出 資 金

款

工 事 負 担 金

1 建 設 改 良 費

14,000

1

目

48,654

48,654

43,526

43,526

4,783

予　　定　　額

4,783

14,000

1 資 本 的 収 入

款

資 本 的 収 入 及 び 支 出

企 業 債 償 還 金

他 会 計 か ら の
長期借入金償還金

1
他 会 計 か ら の
長期借入金償還金

1



（単位　円）

1

2

3

4

5

6

平成31年度岐阜県工業用水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

92,476,662

△ 10,184,416資 金 増 加 額 （ 又 は 減 少 額 ）

資 金 期 首 残 高

資 金 期 末 残 高 82,292,246

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 43,526,000

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

他 会 計 か ら の 出 資 に よ る 収 入 4,783,000

△ 21,882,000

建設改良費等の財源に充てるための他会計借入金の返済による支出 △ 1,639,000

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

△ 31,678,000投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

建設改良費等の財 源に 充て るた めの 企業 債に よる 収入 18,500,000

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 34,838,000

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

利 息 の 支 払 額 △ 5,036,000

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 43,375,584

△ 9,567,000

工 事 負 担 金 等 に よ る 収 入 12,727,000

小 計 48,330,584

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 81,000

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） △ 69,167

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 712,751

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 81,000

支 払 利 息 5,036,000

引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） △ 426,000

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 9,590,000

減 価 償 却 費 45,549,000

（平成31年 4 月 1 日から平成32年 3 月31日まで）

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

当 年 度 純 利 益 7,199,000



（単位　円）

1

(1)

イ 284,693,224

ロ 1,739,225,060

629,879,071 1,109,345,989

ハ 74,258,193

31,267,015 42,991,178

ニ 45,000

32,275 12,725

ホ 60,213,299

(2)

イ 226,201,774

1,723,458,189

2

(1)

(2)

89,053,829

1,812,512,018

3

(1)

イ

182,138,198

(2)

イ

474,902,204

(3)

イ 2,185,040

659,225,442

4

(1)

イ

44,548,000

(2)

イ

1,797,000

(3)

(4)

平成31年度岐阜県工業用水道事業予定貸借対照表

（平 成 32 年  3  月 31 日）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計 1,497,256,415

無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計 226,201,774

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金 82,292,246

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　　　債　　　の　　　部

未 収 金 6,761,583

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計 182,138,198

他 会 計 借 入 金

建設改良費等の財源に

充てるための長期借入金

他 会 計 借 入 金 合 計 474,902,204

引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計 2,185,040

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債 合 計 44,548,000

他 会 計 借 入 金

未 払 金 4,368,250

引 当 金

建設改良費等の財源に

充てるための長期借入金

他 会 計 借 入 金 合 計 1,797,000



イ 746,000

ロ 646,998

52,106,248

5

290,016,650

1,001,348,340

6 714,256,282

7

(1)

イ 76,293,396

(2)

イ 20,614,000

.

96,907,396

811,163,678

1,812,512,018

賞 与 引 当 金

そ の 他 引 当 金

引 当 金 合 計 1,392,998

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 452,747,639

収 益 化 累 計 額 162,730,989

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計 76,293,396

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計 20,614,000

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金



Ⅰ　重要な会計方針に関する事項

平成26年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

1　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　・減価償却の方法 定額法による。

　・耐用年数 地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第 2 号に基づく。

(2) 無形固定資産

　・減価償却の方法 定額法による。

　・耐用年数 地方公営企業法施行規則別表第 3 号に基づく。

2　引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額のうち、工業用水道事業会計の負担分を計上している。

(2) 賞与引当金

　職員の期末手当、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を

計上している。

(3) その他引当金

　会計基準改定前に計上してあった修繕引当金を計上している。

3　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理については、税抜方式としている。

Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書等に関する事項

特に注記事項はなし。

Ⅲ　予定貸借対照表等に関する事項

特に注記事項はなし。

Ⅳ　セグメント情報の開示

当会計は、工業用水道事業のみを業務活動としていることから、１つの報告セグメントとしている。

Ⅴ　減損損失

1　固定資産のグルーピングの方法

　当会計は、工業用水道事業のみを業務活動としていることから、１つの資産グループとしている。

2　減損の兆候

　当年度において、工業用水道事業について減損の兆候を認識している。

　なお、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価格を上回るため、減損損失を認識していない。

Ⅵ　その他の注記

1　新会計基準移行に係る経過措置

(1) 修繕引当金に関する経過措置

平成26年 3 月31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

2　引当金の取崩し

(1) 賞与引当金の取崩し

当事業年度において、期末手当、勤勉手当及びこれらに係る法定福利費として2,070千円を支給するため、賞与引当金489千円を使用する。

浄水場用地 土地 美濃加茂市山之上町地内

注記事項

用　途 資産の種類 所在地



(2) その他引当金の取崩し

当事業年度において、施設に係る修繕費として991千円を支払うため、その他引当金991千円を使用する。


